
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

 
 9月末より全国の皆さんにご協力いただいた「2019年度 9月末学費滞納・経済的理由による中退調査」の結果がまとまり、昨11月28日に記者

発表をしました。 

  

 今回は30都道府県273校（高校：21.1%）、119校（中学：16.9%）からの回答を得ました。学費滞納は過去最低となりました。 

一方で、各県から寄せられた滞納・中退の事例では、高校生自身が「学費のために」アルバイトをしている事例が増加していました。 

 私立高校生のアルバイトに関する記述では、「部活を辞めざるをえない」「夜までのバイトで疲れている」「睡眠時間がとれていないで始終眠そ

う」といった事例が増加しています。 

 授業料のみならず、施設設備費等への補助がない限り、私学に通う子どもたちの学ぶ権利が保障されない状況です。私学助成署名、最後まで奮

闘していきましょう。 
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2019年11月29日 しんぶん「赤旗」 


